
様式「共通－１」 

 

使 用 印 鑑 届 兼 委 任 状 
 

 

   年   月   日 

 

 大仙市長   様 

 

 

所  在  地 

商号又は名称 

代表者職氏名                   

 

 

【委任しない場合】 

 

私は、代理人を定めずに自らが入札見積に参加し、契約の締結のため下記の印鑑を使用したいので 

お届けいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【受任者を設置し、委任する場合（例：本店が支店等に委任する場合等）】 

 

 私は、受任者を代理人と定め、令和  年  月  日より下記の権限を委任いたします。受

任者の使用印鑑については、下記の印鑑を使用したいのでお届けいたします。 

 委任する申請区分（ 建設工事 ・ 建設コンサルタント業務等 ・ 物品調達 ・ 役務の提供 ） 
  ※委託する部分に〇してください。囲み線も可。 

 

 

記 

 

（委任事項） 

 １．入札及び見積もりに関すること。 

 ２．契約の締結に関すること。 

 ３．契約の履行に関すること。 

 ４．代金の請求及び受領に関すること。 

 ５．復代理人の選任に関すること。 

 ６．その他これに付随する一切の件 

 

（注）受任者は、様式「共通－３」の役員名簿への記載も忘れずにお願いします。 

使用印鑑  

 

使用印鑑 

(受任者の使用印)  

 



様式「共通－２」 

 

課税及び納付状況確認（照会）同意書 
 

 

   年   月   日 

 

 大仙市長   様 

 

 

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職氏名                  

法 人 番 号  

（個人事業主の場合は生年月日を記載すること。） 

 
担当者（職氏名）  

電 話 番 号  

商号又は名称  

 

 

私（法人（団体）含む）は、大仙市契約業者資格審査申請(旧称：大仙市入札参加資格審査申請)にか

かる課税状況及び納税状況について、市の入札又は契約に関する届出を行っている間は、年度に限らず

継続して、貴市契約検査課が貴市の税務、収納を担当する関係部署等に確認（照会）することについて 

  

同意します   ・   同意しません 

 

 

 

 

当市契約検査課が税務、収納を担当する関係部署に対して行う確認（照会）事項は、法人税や市県民税を含む個

人課税の課税状況の有無、課税状況に対する納税状況となります。確認（照会）する基準日については、令和５年

２月９日までに申請があったものについては、令和５年２月２８日となります。令和５年２月９日以降に申請があ

ったものについては、令和５年３月末日時点が基準日となり、令和５年３月１日以降に申請があったものについて

は、申請のあった月の末日時点が基準日となります。確認（照会）によって滞納があった場合には、大仙市契約業

者資格審査申請(旧称：大仙市入札参加資格審査申請)に登録できない場合があります。ただし、納税の猶予の特例

（特例猶予）による猶予が認められる場合には、当該期間については滞納として扱いません。 

 

「同意します」とした場合には、市の入札又は契約に関する届出を行っている間は、同意書提出時の所在地及び

社名であれば代表者の変更があった場合でも、同意書の変更が無い限りは申請時の同意書を有効とし、今後の大仙

市入札参加資格審査申請の際に、「大仙市税の納税証明書（完納を証明するもの（滞納なし証明書））」の添付が不

要となります。ただし、所在地変更のほか、会社の統合、消滅又は吸収合併等による社名変更の場合や過去に提出

している同意書の同意事項を変更する場合には、再提出が必要になります。 

なお、同意書における確認（照会）については、大仙市契約業者資格審査申請(旧称：大仙市入札参加資格審査申

請)に対するものであり、契約する際の添付する証明書を不要とするものではありません。 

 

「同意しません」とした場合や、同意の欄に記入がない場合には、大仙市税の課税の有無にかかわらず、最寄り

の本庁舎・各支所の納税担当課において交付される、「大仙市税の納税証明書（完納を証明するもの（滞納なし証明

書））」が必要になりますので添付をお願いいたします。なお、法人にあっては法人課税分とし、個人事業主にあっ

ては個人課税分となります。 

※証明書は申請日前おおむね１ヵ月以内に発行されたもの。 



様式「共通－３」

年 月 日

大仙市長　　様

所在地又は住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役員名簿

役職名
漢字 カナ

氏　名
生年月日 就任年月日性別 居住地

私は、法令及び大仙市が定める入札参加関連規定を遵守した上で資格審査申請を行うものとし、下記の

事項について誓約します。

また、暴力団排除に関する調査が必要と認められた場合、大仙警察署長に照会することについて同意し

ます。

記

１ 自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。

（１）暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」と

いう。）第２条第２号に規定する暴力団

（２）暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員

（３）暴力団と密接な関係を有するもの 大仙市暴力団排除条例第６条に規定する暴力団員及び暴力団と

密接な関係を有する者で、次のいずれかに該当するもの

ア 暴力団員が役員（法第９条第２１号ロに規定する役員をいう。以下同じ。）として、又は実質的に関

与している事業者

イ 暴力団員を業務に関し監督する責任を有するもの（役員を除く。以下「監督責任者」という。）とし

て使用し、又は代理人として選任している事業者

ウ 次に掲げる行為をした事業者。ただし、事業者が法人である場合にあっては、役員又は監督責任者が

当該行為をした事業者に限る

（ア）自己もしくは自己の関係者の利益を図り、又は特定の者に損害を加える目的を持って、暴力団の

威力を利用する行為

（イ）暴力団又は暴力団員に対して、金品その他の財産上の利益の供与をする行為

（ウ）（ア）又は（イ）に掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有して

いると認められる行為

２ １の（２）及び（３）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人で

はありません。

以上

暴力団排除に関する誓約書兼同意書

※申請日時点の役員等について漏れなく記入してください。
※法人の場合は、役員（事業協同組合の場合は理事）及び受任者について記入し、その役職（「代表取締役」、「取締役」、
「監査役」、「支店長」等）を記入してください。

※個人の場合は、事業主及び受任者について記入し、役職名には「事業主」、「受任者」のいずれかを記入してください。
※居住地の欄は、秋田県内に居住の場合は「大仙市」等の市名を、県外に居住の場合は「東京都」等を記載してください。
※記入欄が不足する場合は、必要枚数を使用し、２枚目以降に頁数及び総頁数を記入してください。



役員名簿 ２枚／２枚

役職名
氏　名

性別 居住地 生年月日 就任年月日
漢字 カナ

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地又は住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



様式「共通－４」 

大仙市契約業者資格審査申請委任状 

 

 

大仙市長  様 

 

 

 

 私は、次の者を代理人と定め、大仙市契約業者資格審査 (旧称：大仙市入札参加資格審査)の申請

に関し、次の権限を委任します。 

 

委任事項 

１．申請書類の作成ならびに申請、受領 

  ２．申請書類記載事項の加除訂正 

 

 

 

 

 

     年   月   日 

 

 

（委任者）所在地又は住所 

商号又は名称  

代表者職氏名                  印 

 

 

 

（受任者）所在地又は住所 

行政書士登録番号  

                    申請代理人氏名                  印 

                電話番号  （    ）    － 

                ＦＡＸ番号 （    ）    － 



様式「共通－５」 

  年  月  日申請 

社会保険料納入確認（申請）書 
（法人又は任意適用事業所用） 

１．申請者 

事業所整理記号 事業所番号  

  
 

 

事業所所在地 〒 

事 業 所 名 称  

事 業 主 氏 名  ㊞ 

電 話 番 号  

２．確認書の請求枚数 

          枚  

３．申請事由 

入札参加資格審査申請のため  

４．確認事由 

項目 対象期間 未納の有無 

健 康 保 険 料 

厚生年金保険料 

子ども・子育て拠出金 

(延滞金を含む) 

    年  月分から    年  月分まで 有・無 

※対象期間は、申請日に証明可能な月までの直近２年間を対象とする。 

管掌区分 １．全国健康保険協会管掌健康保険  ２．組合管掌健康保険 

上記のとおり相違ないことを確認します。 

 

      年  月  日 

日本年金機構       

                                 年金事務所長 ㊞ 

委 任 欄 

 私、上記申請者は社会保険料納入確認書の交付申請及び受領について、      ㊞ 

 下記の者に委任します。 

受 任 者 氏 名 

受 任 者 住 所 

委任者との関係 



様式「共通－５」 

 

  年  月  日申請 

 

国民年金保険料納付確認（申請）書 
（個人事業主用） 

 

１．申請者 

基 礎 年 金 番 号 

 

 

住     所  

氏     名  ㊞ 

電 話 番 号  

 

２．申請理由 

入札参加資格審査申請のため 
 

 

３．確認事由 

項 目 対 象 期 間 未納の有無  

国民年金保険料     年  月分から    年  月分まで 有・無 

 

 

 

※対象期間は、申請日に証明可能な月までの直近２年間を対象とする。 

                                           

上記のとおり相違ないことを確認します。 

 

      年  月  日 

日本年金機構 

                              年金事務所長  ㊞ 


